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I章 研究の背景と目的

第1 節 研究の背景

(1) 無限にある社会課題

こんにちの日本において、 社会構造の絶えざる変動

の中、 社会課題あるいは社会問題は無限に発生してい

る。 た と え ば、 山 本隆 (山本・武田 2018 : 1- 2) は

「社会問題とは、 社会の欠陥や矛盾から生じる諸問題

をいう」と述べ、「その内容は、 労働問題、 都市・農

村問題、 人口問題、 住宅問題、 人種問題などさまざま

である。 20世紀には、 福祉、 健康、 教育、 貧困、 環境、

社会病理といわれる領 域、 さらには交通事故や公害な

どの災害問題が加わって多岐にわたるようになった」

とも指摘している。 また、 岡本祭ーら ( 大阪ボラン

テイア協会ボランタリズム研究 所 2014 : 12) は、 高

度経済成長期の日本社会での、 経済的な豊かさとの引

き換えともいえる車社会の出現による交通事故被害者

(特に遺児 ) の問題、 活発な経済活動の副産物として

生み出された公害・環境問題、 政治・経済・社会など

生活のさまざまな面でのグローパル化による国際協力、

多文化共生などの諸課題をあげ、 川口盛之介 ( 自由民

主党国家戦略本部編 2014 : 219 ) も、「高齢化、 エネ

ルギー問題、 災害対策、 領土問題、 過疎化など、 日本

は解決すべき様々 な課題を抱えて」いると指摘する。

さらに「生活困窮者支援、 ドメスティックバイオレ
ンス防止・被害者支援、 災害避難者支援、 防災、 児童

虐待防止、 子ども食堂、 いじめ防止J( 中央共同募金

会 2019 ) などは、 現在の世相を反映する社会課題と

してあげられよう。

中野 ともみ

(2) 社会課題に取り組む主体の多様化

このように、 現代社会には様々 な社会課題が発生し

渦巻いている。 であれば、 社会課題に取り組むことの

必要性、 つまり社会課題に取り組む主体の存在が不可

欠で、 かつ重要であることに異議はないであろう。

高度成長期を契機とした都市型社会化は、 ひとびと

の生活を〈政策・制度のネットワーク〉の基盤によっ

て成 り立つものとし (松下圭一 199 1 : 3)、「生活をめ

ぐる多くの課題が個人の解決能力をこえ〈政策・制

度〉の対象となり、 その担い手は政府に限らず市民、

団体、 企業と多様化してJ (土山希美枝 2015b : 139 ) 

きた。 このように、 多様な主体が社会課題の解決に取

り組み、 その役割を大きくしてきたとみる。

また、 高田昭彦 (2018 : 9 ) が、 19 6 0年代以前の労

働運動に代表される、 既存の社会構造とそれを支えて

いる勢力への対抗の姿勢での社会運動、 その後、 高度

経済成長期以降 19 70年代の消費者運動・女性解放運動

などの生活者による市民運動、 その後ネットワーキン

グを経験することによっての199 0年代の市民活動と、

問題解決のルートが閉ざされている場合の制度の枠組

み外からの要求実現行動が行われてきたと、 社会課題

に取り組む形態としての社会運動、 市民運動、 市民活

動の変遺を概観している。 このように、 無限に発生す

る社会課題に対し、 人は、 その課題やその時代に応じ

て、 多様な形態で取り組んで、きたと言えるだろう。

現在の日本では、 とりわけ既存の市民活動団体にお

いては、 直面している様々 な社会課題の担い手不足を

指摘されることが多い。 例えば、 大阪市地域福祉活動

推進委員会 (2018 : 3) は、「地域活動を担う団体やグ

ループからは、 担い手の固定化・減少が代表的な課題

として聞かれ、 活動参加への呼びかけや情報発信など、

さまざまな試行錯誤がなされて」いる、 と述べる。

また内閣府の「平成29年度特定非営利活動法人に関

する実態調査y)によると、「抱える課題についてJと

いう質問に対し、 課題として「人材の確保や教育」が

6 割を超え、 最も高い割合を占めていて、「後継者の

不足J(38.8%) は、「人材の確保や教育J (66 .9 %)、

「収入源の多様化J (54 .2%) に次ぐ法人運営上の課題

として重要視されている (図 1 )。

その原因は、 地域自治組織や市民団体の担い手の高
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図1 特定非営利活動法人か'抱える課題について
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(出所 内閣府(2018)、 p.10)

齢化や経済状況の悪化などが考えられる。 和田正春

(2012 : 2)は、「市民 活動は人口の高齢化や価値観の

多様化など、 社会の変化が加速していくにいで、 運営上

の問題を抱えたり、 実施に関わる人が減少するなどの
理由から減退していくものが増えていった。」と述べ

ている。 また、 高城芳之・服部哲(2011 : 165)は、

「多くの団体は高齢化などの課題に直面し、 若者の力

を必要としている。 しかし、 NPOの側には若者が参

加しやすい環境整備ができていないこともあり、 若者

が活動に参加していないのが現状Jと指摘する。 羽田

野慶子(2014 : 98) も、「少子高齢化が進む地域にお

いて、 若者は人口の上でも、 また地域社会の様々な意

思決定の場にまだ卜分参入できていないという意味で

も、 明らかなマイノリテイである。 若者が地域活動に

参加しないことで、 地域活動の担い手が中高年以上の

年齢層に偏っているという現状は、 見方を変えれば地

域活動の場が中高年以上の層に占有されている状況で

あり、 若者が地域活動に参入しづらい」状況にあると

する。

さらに、 全国社会福祉協議会が2009年に行った「全

国ボランテイア活動実態調査J2)によると、 団体の構

成メンバーの年齢層での複数回答では、160代」がい

る団体・ グループが82.6%と、 最も多くなっている。
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ついで‘150代J170代Jが 6-7割程度となっている。

一方、140代」以前では140代」が47.1%と半数近く

の団体・ グループに存在するものの、130代J120代j

110代」と年齢層が低下するとともに、 これらが活動

に参加している団体・ グループは少なくなっている。

また、 単一回答で、 主要な構成メンバーの年齢層が

160 代」の団 体 が 41.4% で、130 代」以下 の団 体 は

6.0%である(図2 )。

また、 前出の内閣府の「平成29年度特定非営利活動

法人に関する実態調査」でも、「代表者の属性(年代、

性別) についてJという質問に対し、 代表者の年代を

みると、160代」以上が認定・特例認定法人が71.4%、

認定を受けていない法人が63.5%で、 全体の65.2%を

占める(図3 )。 現在の既存市民団体の活動は60代以

上が中心で、 若い|並代の参加の少なさが顕著であるこ

とが自在認できょう。

しかしながら、 筆者は既存市民団体に所属すること

だけが人が社会課題に取り組む方途だとは捉えない。

土山(2015a : 72) は「社会の謀題に市民 としてとり

くむとき、 そこには資格や限定はなく、 市民の自由な

自発性による。」という。 また、 鈴木良隆(2014・82)

がIr社会的課題の解決に取り組むビジネスを通して、

新しい社会的価値を創出し、 経済的 ・社会的成果をも
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図2 ボランティア団体構成メンハーの年齢層
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図3 特定非営利活動法人の代表者の年代
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たらす革新』を起こす存在」として、 ソーシャル・ア
ントレプレナ_3)を示しているが、 競智優子(2013 : 

4)もfl980年代にイギリスでスター卜した社会起業

は現在、 世界的なトレンドとなっており、 日本でも画

期的なビジネスモデルをたずさえ、 社会問題の解決に

いどむ社会起業家が年々増えて」いると指摘するよう

に、 既存市民団体に所属しない形態での、 社会談題へ

の取り組みが展開されていることがわかる。 このよう

に、 従来の既存団体に所属するという市民活動の形態

に限らず、 社会謀題に取り組む主体は多様に存在して

いる。 本稿はこれを前提とする。

ただし、 だから社会諜題に取り組む「担い手」は十

分にいる、 とは言えない。 なぜなら、 社会諜題へ取り

組む主体が多様で、あるということと、 その主体が多数

であることはイコールではないからである。 そもそも

社会課題が無限で、ある限り、 社会課題の解決に取り組

む「担い手」の重要性、 そして、 そのさらなる拡大は

永遠に重大な課題で、あり続けるのは疑いがない。

第2節 研究の目的と方法

(1 )社会5課題に取り組む「担い手」の拡大は何に

よって起こるか

前節で述べたように、 社会課題が無限にあるこんに

ち、 その111[;限の社会談題に取り組むこと、 それに取り
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組む「担い手」の重要性、 したがって「担い手Jの拡

大が社会にとって不可欠であることは理解されよう。

本稿では、 社会課題に取り組む「担い手Jが豊かに広

がるためにどのような方途があるのかを明らかにする

ことを目的とする。

柏木宏 (2008)、 佐々 木利慶 (2018)、 鈴木 (2014)、

旗智 (2013)、 山本・武田 (2018) らが論じるように、

社会課題に取り組む担い手を具 体に取り上げ、 その重

要性を詳述する先行研究はあまた存在する。 しかし、

さらにそこから一歩踏み込んで、「担い手Jの具 体事

例を精査し、 人が「担い手jになる契機に着目し検証

することで、 1mい手J拡大の方途を見いだす研究は

多くないが、 必要ではなかろうか。

(2) 人は「気づき」と「実践」の2 つの契機を経て

「担い手」になる

本稿では、「担い手」の拡大が何によって起こるの

かを見いだすために、 人が「担い手Jになる過程にお

ける「気づき」と「実践」という契機に着目し、 論じ

ていく。 なぜなら、 人が何らかの行動を起こす「実

践」に向かうには、 論理的に必ず「気づき」という過

程を経るからである。 例えば、 人が「部屋に落ちてい

るゴミを拾う」という行動をとるとき、 必ず「ゴミが

落ちているjという課題に「気づき」、 拾うという

「実践」にすすむ。 この過程について異議はないであ

ろう。 であれば、 人が社会課題に取り組む「担い手J

になるにも、「気づき」と「実践」の2 つの契機を経

ると言えよう。 本稿は、 これを前提とする。

また、「ゴミが落ちている」ことに気づかない人、

「ゴミが落ちているJことに気づいても、「ゴミを拾

う」という「実践」にすすまない人も、 確かにいる。

つまり、 人を「ゴミが落ちている」という事実に目を

向けさせるもの、「ゴミが落ちている」ことに気づい

た人を「ゴミを拾うJという「実践Jに導くもの、 つ

まり、「気づき」を誘発する「何か」、「実践Jを後押

しする「何か」があるのではないか。

このように、 人が社会課題に取り組む「担い手Jに

なる過程を経るとき、「気づきJと「実践Jという2

つの契機をめぐり、「気づき」をうながす「何かJ、

「実践」をすすめる「何か」があると想定できる。「気

づき」と「実践」は内発的な動機によって起こる。 こ

こで「担い手」の育成 を考える時、 内発的な動機を、

外からの刺激で誘発することはできないのか、 という

問いが生まれる。

(3) 人が「担い手」になる過程における2 つの仮説

本節(2)で論じたとおり、 人が社会課題に取り組む

1mい手」になる過程では、「気づき」と「実践」の2

つの契機を経る。 そして、 人がみずから取り組みたい

課題に「気づき」、 さらに「実践」にすすむには、「気

づき」に至りやすくする、「実践Jへの壁を乗り越え

やすくする、 なんらかの要素が存在すると推定できる。

この契機や要素が「外からの刺激Jによって誘発、 あ

るいは代替することがあるならば、 人為的に「担い

手」を拡大することができるのではないか。

以上に基づき、 人が「担い手」になるときの2 つの

契機、「気づき」と「実践」に焦点を当て、 2 つの仮

説を立てた。 本研究は、 以下の2 つの仮説を検証して

いく。

仮説1 : I気づきJ から 「実践J ヘ移行しやすく

する要素が存在する

仮説2: I外からの刺激Jにより「気づきJをう

ながし 「実践」をすすめることができる

まず、 2 つの仮説について、 先行研究事例調査を行

う。 第E章で「担い手」の先駆者と言える人材のイン

タビュー記事や著書等の調査に依拠し、 その「気づ

きJをうながし「実践」をすすめたものを分析する。

そこで導き出せる、「気づきJから「実践」へ移行し

やすくする要素について検証する。 そして、 第E章で

は、 新しい形態で社会課題に取り組む若い世代の「担

い手」人材にインタビューを行い、「気づきjと「実

践jをうながす要素についてより詳しく検証する。 さ

らに第N章では、「気づき」と「実践」をうながす要

素が「外からの刺激」によってもたらすことができる

かを、 若い世代と社会課題をつなぐことを目的とする

プログラムを実例として分析し、 第V章で総括するこ

ととする。

第3節 小 括

本章では、 社会課題が無限にあり、 既存市民活動団

体の高齢化や若い世代の参加が少ないことによる担い

手不足を問題視する声もある中、 従来の既存団体に所

属するという市民活動の形態に限らず、 社会課題に取

り組む主体が多様に存在していることを述べた。

そこで、 社会課題に取り組む「担い手jの重要性を

論じるだけでなく、 人が「担い手」になる過程におけ

る「気づき」と「実践」の2 つの契機に着目し、 2 つ

の仮説を立てた。

仮説1 : r気づきJ から 「実践」ヘ移行しやすく

する要素が存在する

仮説2: r外からの刺激J により 「気づきJ をう

ながし 「実践J をすすめることができる

上記2 つの仮説をめぐり、 社会課題に取り組む「担

い手」の拡大は何によって起こるか、「気づき」をう

ながし「実践」をすすめるものが何かを明らかにする

ことを目的とする。 そして、「担い手」を「外からの
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刺激」によって拡大することができるかを検討してい

くこととする。

第E章 「担い手Jになる2つの契機「気づきJ

と「実践j

第1 節 「担い手Jの定義

第I 章で述べたとおり、 こんにちの日本では幅広い

社会課題に取り組む「担い手」の拡大が常に求められ

て い る。 中 山 政 行・小山田 大 和 ( 中 山、 小山田

2016・103) は、 地域社会の課題解決には、 NPO、 関

係団体や民間事業者等、 幅広い年齢層からなる地域市

民をはじめ、 産業界・市町村や国の関係、 行政機関・

教育機関・金融機関・労働団体・メディア ( 産官学金

労言) 等の参加の必要性を論じている。

また、 和田 ( 和田 2012 : 1) は、 担い手として期待

される若者、 とりわけ学生 ( 高校生も含む) により多

くの活動が行われることで、 市民活動が生み出す成 果

も明らかになり、 多くの市民活動を喚起するような循

環にもつながっている、 と述べている。 さらに神山和

久・石丸秀樹 ( 神山・石丸2008 : 72) は、 若年層の

積極的な参画がきわめて重要と論じている。

このように、 とりわけ若い世代が社会課題に取り組

むことは、 現代社会の多様性に応じてその世代の当事

者としても、 将来世代としても、 重要視されると言え

るだろう。 そして、 無限にある社会課題のなかでも、

その見え方や着目される課題は、 世代によって大きく

違う。

そこで、 担い手層として期待される、 若い世代の社

会課題の見え方について検証したい。 我が国の若者の

意識の特徴等を調査した、 内閣府政策統括官 ( 共生社

会政策担当) (2019 ) の「我が国と諸外国の若者の意

識に関する調査 ( 平成30年度)J4)において、「地域社

会・ボランティア関係Jの調査領 域での「ボランテイ

ア活動に興味がある理由」についての質問の回答によ

ると、「困っている人の手助けをしたいJ (57.1%) と

答えた割合が最も高い。 その次に「地域や社会をより

よくしたいJ(54.8%)、「いろいろな人と出会いたい」

(36.0%)、「新しい技術や能力を身につけたり経験を

積んだりしたいJ (34.7%)、 となっている (図4)。

この結果からボランテイア活動に興味がある日本の

若い世代は、「いろいろな人と出会いたいJ1新しい技

術や能力を身につけたり経験を積んだりしたい」とい

う、 いわゆる「自分磨き」ではなく、「困っている人

の手助けをしたいJと「地域や社会をよりよくした

い」というような、「人のためになりたいJという想

いが強いことが読み取れる。

ここで「若い」の定義について考えておく。 前述の

和 田 (2012 : 72) は、「担い手として、 若者、 とりわ

け学生 ( 高校生も含む)Jと表現し、 神山・石丸( 神

山・石 丸2008 : 72) は、「若年 層」と は 120-30 歳

代」と規定している。 また、 前出の内閣府の「我が固

と諸外国の若者の意識に関する調査 ( 平成30年度)J

の対象者は満13歳から満29 歳である。 これらを参考に、

本稿での「若い世代」は、「満13歳から30歳代」と規

定する。

で は、「担 い 手」と は だ れ か。 小山弘美 ( 小山

2018 : i) が述べる「まだ自分から動くというところ

にはいたっていないが、 社会や地域の課題に気が付き

始めた人、 実際に活動に参加している人」、 例えば、

ゴミ減量問題に関心を寄せ、 ペットボトル飲料を購入

しないというようにライフサイクルを変えた人、 既存

市民団体のイベントのリユース食器使用に興味を持ち

ボランティアに参加する人も、 大切な担い手層の一人

である。 本稿では、 従来の市民活動団体への参加や団

体での活動に限らず社会課題に取り組む多様な形態を

対象とし、 自分に適切な活動の場で「ほっとけない」

社会課題の解決のために取り組む人を「担い手」と規

定する。

「担い手」のありかたも多様だが、 本研究では特に、

「地域の課題に気が付き、 自分の個別的な興味関心か

ら端を発して、 周閤の共感を少しずつ集めて継続させ

ていった結果、 そのような活動が重要だと多くの人が

認めるような活動に成長してJ ( 小山 2018 : i) 活動

している人を取り上げたい。「気づきJ1実践」という

契機、 それをうながす要素をより読み取りやすいと考

えられる層だからである。

第2節 先行研究事例調査

(1) 先行研究事例調査の概要

本節では、 第I 章第2 節で述べたとおり、「担い手」

拡大の方途を見いだすために人が「担い手Jになる契

機に着目し検証していく。 そこで、 先駆となる担い手

層がどのような「気づき」をもって「実践」に向かっ

たか、 その歩みを確認していきたい。 そのため、 社会

課題に取り組む先駆者の事例文献から4 事例を析出し、

自分に適切な活動の場で「ほっとけないJ社会課題の

解決のために取り組むに至った契機に着目して整理し

た。

これらの事例を取り上げた理由は、 ①認知度が高く

精力的に社会課題に取り組んでいる先駆者である②

キャリアが長く活動の蓄積がされている③著書やイン

タビュー記事等の素材が豊富である、 という点である。

整理を行うことにした4 事例については、 公刊され

たご本人の著書やインタビ、ユー記事等を検証したもの

で、 直接ヒアリング調査を行ったものではない。 しか

し、 複数の文献等を精査し多面的にその活動を検証で

きたという点で、 前述した本節の目的に資する有 益な

事例と位置づける。

以上をふまえ、 4 事例の組織概要を示し、 事例調査

のまとめとして、 ア「担い手」、 イ「担い手」の「実
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図4 ボランティア活動に興味がある理由

地域や社会を
よりよくしたい

困っている人の
手助けをしたい

新しい技術や能力を

身につけたり

経験を積んだりしたい

自分のやりたいことを

発見したい

いろいろな人と
出会いたい

進学、就職などで

有利になるようにしたい

自由時間を有効に
使いたいから

周りの人が
やっているから

その他

わからない

(出所 。IKJIl{1府(2019)、 p.l01)

践j、 ウ「気づき」をうながした(誘発した ) もの、

エ「気づき」、 オ「実践」をすすめたもの、 という視

点から整理を行った(表1 -a-表4-b)。

(2)先行研究事例 組織概要とまとめ

表1 -a、 表1 -bの先行研究事例lで取り上げたの

は、 認定 NPO法人 フローレンスの駒|崎弘樹氏であ

る。 病児保育を核となる事業を展開し、 幅広くìr5Yf�さ

れている(表1 - a、 表1 -b)。

表2 -a、 表 2 -bの先行研究事例 2 で取り上げたの
は、 特定非営利活動法人ケアセンターやわらぎの石

川治江氏である。 介護派遣事業のパイオニアとして、

多くの社会課題に取り組む人材の目標とされている

(表2 -a、 表2 -b)。

表3-a、 表3-bの先行研究事例3で取り上げたの

(96) 

は、 NPO法人 ドットジェイピーの佐藤大吾氏であ

る。 若者の投票率向上を目的に、 学生のキャリア支援

を行い、 精力 的に活躍されている(表3-a、 表3-

b)。

表4 -a、 表4-bの先行研究事例4 で取り上げたの
は、 特例認定 NPO法人e-Educationの税所篤快氏で

ある。 学生時代から途上国の子どもた ちへの教育支援

活動を継続して行っておられる(表4 -a、 表 4 - b)。

これらの研究から、「気づき」から「実践」をすす

める要素、 また、 要素が不足している場合、 それを補

充するものが、 それぞれに見える。 それらを分類する

ことができるのか、 次節で考察を深めてみたい。
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表1-a 先行研究事例1の組織概要

法人 名 認定NPO法人 フローレンス5)

本部所在地 東京都千代田 区神田神保町1丁目14番地 1 KDX神保町ピル 4F

代表者 代表理事 駒崎弘樹氏

設 立 2004年 4月12日

事業内容 訪問型病児保育事業(フローレンスの病児保育)、 小規模保育事業(おうち保育園)、 認可保育事業(みんなのみ

らいをつくる保育園)障害児保育事業(障害児保育園ヘレン)、 障害児保育事業(障害児訪問保育 ア ニ一、)コ

ミュニティ創出事業(グロースリンクかちどき)働き方革命事業、 みんなで社会変革事業、 一人親家庭支援(寄

付会員制度)事業、 赤ちゃん縁組事業

スタッフ数 604 名(2019年 4月 1 日現在)

(出所:認定NPO法人フローレンス(2019)より、 筆者作成)

表1-b 先行研究事例1のまとめ

ア 「担い手」 認定NPO法人 フローレンス 代表理事 駒崎弘樹氏

イ 「担 い 手」の「実 IT ベンチャー 企業の経営後、「子育てと仕事そして自己実現のすべてに誰もが挑戦できる社会の実

践」 現」を目指して病児保育を核とした事業を展開。 脱施設型・保険型の、 補助金に頼らず経済的自立が

できるような成功モデルの開発を行う。

ウ 「気 づ き」をうな 母親がベ ピーシッターをしていた。

がしたもの

1二 「気づき」 病気の子どもを預かることができないことを知る。

オ 「実践」をすすめ -現状の児童福祉制度の中に病児保育が抜け落ちていることへの疑 問。

たもの -事業によって社会問題を解決できないかと考え、 IT ベンチャーの経験やスキルを活用した。

(出所・駒崎(2016)、 駒崎・秋山(2016)、 鈴木(2014)、 谷本寛治・唐木宏一. SI] (2007)、 鎌智(2013)、 認 定 NPO 法 人フ ロー レ ンス

(2019)より、 筆者作成)

表2-a 先行研究事例2の組織概要

法人 名 特定非営利活動法人 ケ アセンターやわらぎ6)

本部所在地 東京都立川氏富士見町2-31-23

代表者 代表理事 石川治江氏

設 立 1987年10月

事業内容 介護保険事業(認知症対応型共同生活介護、 短期入所生活介護、 訪問介護、 通所介護、 居宅介護支援など)、 障

害者総合支援法事業(居宅介護、 重度訪問介護など)受託事業(シルバーピア 管理事業、 地域健康づくりグルー

プ支援事業など、)研修事業(介護職員初任者研修など)

職員数 188名(638名関連法人含)(2019年 3月31日現在)

(出所・特定非営利活動法人ケアセンターやわらぎ(2019)より、 筆者作成)
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表2-b 先行研究事例2のまとめ

ア 「担い手J 特定 非営利活動法人 ケ アセンターやわらぎ

代表理事 石川治江氏

イ 「担 い 手」の「実 エレベーター設置運動7)や障がいを持つ人へのボランティア活動を続けるうちに、 長期にわたる障が

践」 い者の在宅ケ アはボランテイ アでは限界があること、 そして在宅ケ アは継続 的に保証されなければな

らないという想いから、 有償サービスへの切り替えを決断し24時間365日の在宅 福祉サービスを展開|

した。 継続した在宅サービス、 コーディ ネーターの育成と記録・言語化のためのフォーマットを作成

し、 介護をプロが提供する「サーピスJに、 いまの介護保険制度のモデルとなる仕組みを創りだした。

ウ 「気 づ き」をうな 友人から駅にエレベーターをつけたいと言っている障がいを持つ人を紹介される。

がしたもの

コニ 「気づき」 障がいを持つ人の、 地域に出たいという思いを知る。

オ 「実践」をすすめ -ボランテイ ア 活動を続けるうちにさまざまなトラブルが 起こり、 安定した入手を確保するにはボラ

たもの ンティ アでは限界があった。

-行政を当てにしても時間と労力がかかるだけだと学んでいた。

-在宅ケ アを継続保証するには誰でもいつでもどこでも必要な時に当たり前にサービスを受け取れる

ような社会的な仕組みの必要性があった。

(出所:駒崎 (2016)、 谷本寛治・唐木宏一. SI] (2007)、 銭智 (2013)特定非営利活動法人ケアセンターやわらぎ (2019)より、 筆者作成)

表3-a 先行研究事例3の組織概要

法人 名 NPO 法人 ドットジェイピ_8)

本部所在地 東京都千代田 区麹町2 -10 -2 プレミ ア ムオフィス麹町304

代表者 代表 佐藤大吾氏

設 立 2000年11月22日

事業内容 インターンシップ・コーデイ ネート事業、 地域活性化に関する諸フォーラム・セミナーの開催、 広報事業

学生スタッフ数 500名(16支部)(2019年 4月 1 日現在)

(出所: NPO法人ドットジェイピー (2019)より、 筆者作成)

表3-b 先行研究事例3のまとめ

ア 「担い手」 NPO 法人 ドットジェイピー 佐藤大吾氏

イ 「担 い 手」の「実 学生のキャリ ア支援を活動の目的として、 大学在学中に設立したサークル「 ア ウ トポストJ9)から始

践J まり、 若者の投票率向上を目的に、 学生を対象に議員事務所や官公庁等で就業体験を提供する「議員

インターンシップ」を中心に活動。 若者と政治をつなぎ投票率を上げるための活動を展開している。

学生ボランテイ アが主体という運営スタイルを確立し、 業務のマニュア ル化やスタッフ聞の競争促進

に取り組む。

ウ 「気 づ きJをうな 若者の政治離れが 問題となる。

がしたもの

ニL 「気づき」 「生の政治Jを知るきっかけとして学生が議員のもとで就業体験を行うインターンシップでメディ ア

の注目を集め、 参加学生の政治や議員に対するイメージが改善される可能性に気づく。

オ 「実践」をすすめ -学生サークルで培った人脈。

たもの -議員インターンシップだけでなく、 インターネットや漫画や若手 起業家のシンポジウムなど若者の

身近な存在の活用。

(出所:柏木 (2008)、 NPO法人ドットジェイピー (2019)より、 筆者作成)
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表4-a 先行研究事例4の組織概要

法人名 特例認定 NPO 法人e-Educ ation 10}

本部所在地 東京都千代田 区東神田1-2-8 赤塚ピル 2 階

代表者 代表理事 三輪開人氏

設 立 2010年

事業内容 開発途上国における映像教育事業、 日本 及び開発途上国における若者人材育成事業、 開発途上国における活動等

の情報発信を目的としたメディ ア 事業

従事者数 延べ81名(2019年 4 月 1 日現在)

(出所・特例認定NPO法人e-Education (2019)より、 筆者作成)

表4-b 先行研究事例4のまとめ

ア 「担い手」 特例認定 NPO 法人e-Educ ation 理事 税所傍快氏

イ 「担 い 手Jの「実 バングラデシユの首都ダッカ ll)から 8 時間離れた農村部の高校生に、 国の最高峰と言 われる予備校

践J の先生たちの映像授業を受けさせる re-Educ ation プロジェクト」を展開。 バングラデシュで最難

関の日本の東大と言われる国立ダッカ大学合格者を灘出した。

現在 re -Educ ationJとして、 途上国の子どもたちへの教育支援を行う。

ウ 「気 づ き」をうな 高校時代の成績は学校最下位だったが、 予備校のDVD授業のおかげで早稲田大学に逆転合格できた。

がしたもの

コニ 「気づき」 バングラデシュの農村部の高校生たちは満足な教育を受けることができず、 大学受験の道を諦めてい

たが、 DVDの映像授業で教育格差をなくすことができると気づく。

オ 「実践Jをすすめ -バングラデシユで半ば強引にグラミ ン銀行 12}創設者のムハマド・ユヌス博士の前で、 DVD 授業の

たもの プレゼンを行い、 その時博士から直接かけられたrDoit! Do it! Go A he ad!Uという言葉。
• rグラミ ン・コミュニケーションズJで IT プロジェクトのリーダ ー 的存在の ア シル・ ア ハメッド

博士の推薦・協力。
• rグローパル・コミュニケーション・センターJ13}で初の日本人コーデイネーターとなり、 行動の

機会を得た。

(出所.税所 (2011)、 税所 (2013)、 税所 (2015)、 特例認定NPO法人e-Education (2019)より、 筆者作成)

第3節 「気づきJ から「実践jヘ移行しやすく する

要素「スキル・経験J

前節での4 事例の整理に基づき、 本節では「担い

手」になる契機である「気づき」から「実践」へ移行

しやすくする要素を分析し、 事例を3 類型に分類した

( 表5)。

0分類1 [自己完結型]: rスキル・経験」が内包

されている人 ( 事例1 ) 

0分類2 [開拓型]: rスキル・経験」の不足につ

いて自らプラッシュアップし実践にすす

んだ人 ( 事例2 、 3) 

0分類3 [外からの刺激型]: rスキル・経験」の

不足の補充 ・代替を外から与えられた人

( 事例4)

以上、 先駆的「担い手」の先行研究事例の分析の結

果、「担い手」になるためには個人に内包される「ス

キル・経験」が、「気づき」から「実践」に移行しや

すくする重要な要素で、 それが不足している場合、 自

らプラッシユアップし不足を補い「実践Jに至る人と、

「外からの刺激」で不足を補う機会が与えられる人が

いると考察される。 このように、

仮説1 : r気づきJ から「実践J ヘ移行しやすく

する要素が存在する

について、 具 体的に検証することができた (図5)。

なお、 本節で取り上げた先駆事例の組織構成 は特定

非営利活動 (NPO)法人であったが、 こんにちの社

会課題には、 株式会社、 有限会社、 企業組合、 特定非

営利活動(NPO)法人、 社 会福祉 法人、 一般社 団 ・

財団法人、 公益社団 ・財団法人、 法人格なし等、 多様

な組織形態の事業者が取り組んでいる。 ( 三菱UF]

リサーチ&コンサルティング 2016 : 20) 

また、 本稿の前提として、 第I 章第1 節で述べたよ

うに、 こんにちの日本で特に若い世代においては、 既

存市民団体に所属しない形態での社会課題への取り組

みが展開されており、 従来の既存団体に所属するとい

う市民活動の形態に限らず、 社会課題に取り組む主体

は多様に存在している。

そこで、 分類3 の「スキル・経験」について、 一般
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表5 r気づき」から「実践jへ移行しやすくする要素の類型化

分類l 分類2 分類3

自己完結型 開拓型 外からの刺激型

スキル ・経験 個人に充分内包 充分ではない 個人に大きく不足

スキル ・経験の

� 
自らブラッシュアップ 外から与えられる

不足の補充・代替

外部からの影響 ノl、さい ノj、さい 大きい

(筆者作成)

図5 r気づき」から[実践Jへ移行しやすくする要素「スキル・経験」の関係

仁コ 「円十姐蜘且
r 

内在し「気づき」をうながし「実践Jをすすめる要素

気づき

(筆者作成)

的に若い「担い手」は「スキル・ 経験」が不足してい

ると考えられる。 では、 そうした「担い手」はその不

足をどう埋めたか。 それを補い代替する「外からの刺

激Jが与えられているかどうか検証したい。 「スキ

ル・経験」が大きく不足していると予想される学生を

はじめとする若い世代にとって、「スキル・経験」の

代替となり「気づきJから「笑践」へ移行しやすくす

る、「外からの刺激j が与えられているのか。 若い世

代が従来の形態にこだわらず多様な形態での社会課題

への取り組みを展開している点から、 特定非営利活動

(NPO)法人以外 の組織形態で社会課題に取り組む

「担い手jの調査を行う。 これによって

仮説2 : r外からの刺激jにより「気づきJをう

ながし「実E主Jをすすめることができる

を、 検証していく。

第4節 小 括

本主主では、「ほっとけない」社会課題の解決のため

に自分に適切な活動の場で取り組む人を「担い手」と

規定した。 そして、「担い手」の先駆者と呼ばれる人

材のインタビュー記事や著書等の文献調査に依拠し、

「担い 手jになる契機である「気づきj をうながし

実 践

「実践Jをすすめるものを分析した。 その結果、「担い

手Jになるには、 個人に内包される「スキル・経験」

が、「気づきJから「実践」へ移行しやすくする重要

な要素で、 それが不足している場合はそれを補い代替

する、「外からの刺激jが与えられていることが確認

された。

第田章 「スキル ・経験Jの不足を補う[外から

の刺激Jの検証

第E章では、 先行研究事例調査で、 人が「気づきj

と「実践Jの 2 つの契機を経て「担い手Jになるにあ

たり、

仮説1 : r気づきJから「実践Jヘ移行しやすく

する要素が存在する

について検証した。 そこで、「気づきjから「実践」

へ移行しやすくする要素として、「スキル・経験」の

存在を確認した。 そして、「気づきJから「実践Jへ

の移行を後押しする「スキル・経験」に着目し

0分類 1 [自己完結型] : rスキル・経験」が内包

されている人

O分類 2 [開拓型] : rスキル・経験jの不足につ
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いて自らブラッシュアップし実践にすす

んだ人

0分類3 [外からの刺激型]: Iスキル・経験」の

不足の補充・代替を外から与えられた人

以上の3 つに類型化した(表5)。

そこで本章では、 これらの分類をふまえて、

仮説2: I外からの刺激」により 「気づきJをう

ながし 「実践Jをすすめることができる

について検証する。

第1 節 「担い手Jのヒアリング調査

(1) ヒアリング調査の概要

類型化した分類3 で、「スキル・経験」が不足して

いる人が「担い手Jになるためには、「スキル・経験J

の不足の補充や代替を外から与えられ、「気づき」を

誘発し「実践」をすすめる「しくみjになっていると

考察できる。

そこで本節では、 実際に学生時代に従来の特定非営

利活動(NPO)法人をはじめとする非営利団 体とい

う市民活動の形態にこだわらず、 株式会社をはじめと

する営利団体の形態で社会課題に取り組む「担い手」

となった人材に、「気づき」から「実践Jに至るハー

ドルを下げる重要な要素である「スキル・経験」の不

足の補充や代替を「外からの刺激」で与えられていた

か、 ヒアリング調査を行った。

ヒアリング調査の対象となった人材は、 現在社会課

題に主体的に取り組んでおられる、 魚見航大氏、 武村

幸奈氏である。

新しい形態の「担い手」として、 2 事例の組織概要

を示し、 事例調査のまとめとして、「気づき」をうな

がし「実践」へとすすめたものは何なのかを明らかに

するために、 ア「担い手J、 イ「担い手」の実践、 ウ

「気づき」をうながした(誘発した) もの、 エ「気づ

き」、 オ「実践」をすすめたもの、 という視点から、

ヒアリング調査の内容の整理・分析を行った(表6-

a-表7-b)。

本調査は、 2019年4月5 日(金) に行ったものであ

り、 質問票を事前に送付し、 当日はその質問票を用い

たインタビ、ュー形式で、行った。

(2) ヒアリング調査の事例 組織概要とまとめ

表6-a、 表6-bのヒアリング事例 1 で取り上げた

のは、 株式会社革靴をはいた猫代表取締役魚見航大氏

である。 学生時代に靴磨きの会社を起業し、 志高く障

がい者雇用を実践し、 障がいがあっても誇りを持って

社会で生きる人を輩出する場を作ろうと取り組んでお

られる(表6-a、 表6-b)。

表7-a、 表 7-bのヒアリング事例2 で取り上げた

のは、 株式会社はたけのみかた代表取締役武村幸奈氏

である。 無農薬離乳食の開発・販売を中心に、 農業は

社会を良くすることができるという理念のもと、 農家

と消費者の想いを伝えあい「食Jと農」を通じて人々

を豊かにする活動を展開されている(表7-a、 表7-

b)。

表6-b、 表 7-bの、 オ「実践Jをすすめたもの、

から、「スキル・経験Jの不足を「外からの刺激」が

補充することがよみとれる。 これらについて、 次節で

考察を深めてみたい。

第2節 「外からの刺激jは 「スキル・経験Jの不足

を補う か

前節での2 事例の整理に基づき、 本節では、 第H章

で導き出した「担い手」になる契機である「気づき」

から「実践」をしやすくする要素、「スキル・経験J

について、 及び「スキル・経験」が不足している人が

1mい手jになるためにその不足の補充や代替を「外

からの刺激」で与えられているかを考察する。

o Iスキル・経験J

大学の地域課題解決プログラムlRyu-SEI GAP J 

で、 自分の関心のある社会課題を見つけ、「実践」の

パートナーと出会い、 経験を繰り返すことができてい

た。 大学のプログラムで経験を積むうちに、 パート

ナーとの信頼感を深め、 自分が気づいた課題への「想

ぃ」を高めることができた。

o Iスキル・経験」を補充・代替

大学のプログラムで社会課題への「気づき」を得た

とき、 そこから「実践」に至るハードルは高く、 その

ハードルを下げる「スキル・経験Jも持っていなかっ

た。 しかし、 その「気づき」をもとに、 大学のプログ

ラムでコーデイネーターのサポートのもと、 経験を積

むことで「スキル・経験jを身に着けていく。 さらに、

与えられたプログラムで身に着けた「スキル・経験」

だけではなく、 更なる「スキル・経験」の獲得活動に

つながった。

以上の分析より、「担い手」になる契機である「気

づきJをうながし「実践Jをすすめるものを分類した

3 類型(表5) の、 分類3 [外からの刺激型]の「ス

キル・経験」の不足の補充・代替を外部から与えられ

た人、 と整合する。

なお、 先行研究事例調査では、 事例はすべて特定非

営利活動(NPO)法人だが、 ヒアリング調査の2 事

例は株式会社である。「担い手J自身では、「信用を得

るために法人化するには会社=株式会社、 しか知らな

かったJ( 魚見氏) I自由に会社をどんどんいろんな方

向に持っていきたかったからJ ( 武村氏) と述べてい

る。 つまり、「スキル・経験」がないがゆえに、 従来
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表6-a ヒアリング事例1 組織概要

社 名 株式会社 革靴をはいた猫

庖舗所在地 京都市中 京区亀屋町370-1 サンルミ御池I階

代表者 代表取締役 魚見 航大氏

設 立 2017年 3月15日 14)

事業内容 靴磨きサービス、 靴磨き研修・講演

(出所:株式会社革靴をはいた猫 (2019)より、 筆者作成)

表6-b ヒアリング事例1 まとめ

ア 「担い手」 株式会社 革靴をはいた猫 代表取締役 魚見 航大氏

イ 「担 い 手」の「実 -障がいのある若者と共に訪 問型の靴磨きを行う会社を 起業し、 その後靴磨きプラットフォームをコ

践」 ンセプトとした庖舗をオープン。

-障がいを持つ若者 や引きこもりの若者の活性化と就業支援を目的として、 人生に希望とやる気をも

てる「場」づくりに取り組んでいる。

ウ 「気づ き」をうな -龍谷大学のIRyu-SEI GAP (龍谷大学政策学部グローカル ア クショ ン プログ ラム)15) J (以下

がしたもの Ryu-SEI GAP)の「伏見わっしょい新党J 16)で活動し、 その後「チーム・ノーマライゼーシヨ

ンJ 17)で活動を展開。龍谷大学内のカフェ「樹林」の運営を手伝う。
• I樹林」で障がい者と共に活動する中で、 彼らの「自分も大学で学びたかったJ という話を聞く。

1二 「気づき」 -憶がい者と自分との賃金格差 18)に驚き、 彼らが将来への見通しにあきらめを持っていることを知

る。

-障がい者と共に学び成長していく場をつくり、 彼らが誇りを持って社会で生きていく環境を作りた

いと，思った。

オ 「実践」をすすめ -障がい者メンバーを 福祉で守っていくのではなく、 彼ら自身がしっかりお金を生み出していかない

たもの といけないと感じ、 障がい者の特性を生かした靴磨きを選び、 靴磨きを仕事にするために大阪梅田

の靴磨き屋で修行し、 技術を学んだ。

-お情けでなくしっかり仕事をしていいサーピスを届けて信頼を得る方法として株式会社を作るため

に、 起業のノウハウを大学で学んだ。

-大学のベンチャーを支援している先生に相談しでも靴磨き会社は難しいと言われたが、 障害者メン
パーの靴磨きへの想いや同期、 先生、「樹林」なとーの存在の絶妙なバランスがあり、 起業できた。

(出所: 筆者インタビューより作成)

表7-a ヒアリング事例2 組織概要

社 名 株式会社 はたけのみかた

本社所在地 滋賀県湖南市夏見789

代表者 代表取締役 武村幸奈氏

号Rr又L i-LL 2014年11月

事業内容 商品開発事業(無農薬川一一…一乳食畑 賦消費者4…りー

生産者ネットワーク構築事業
一

(出所・株式会社はたけのみかた (2019)より、 筆者作成)
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表7-b ヒアリング事例2 まとめ

ア 「担い手」 株式会社 はたけのみかた 代表取締役 武村幸奈氏

イ 「担 い 手Jの「実 三方よしの農業を通じて、 互いに豊かになれるような未来を目指して世の中の課題の一つ一つに対応
践」 するような商品を開発販売し、 まずは子育てに追われるお母さん、 お父さんの課題に取り組む。

ウ 「気 づ き」 をうな 組谷大学のlRyu-SEI GA P Jの「伏見わっしょい新党」 の活動の中で、 共に活動する仲間と出会い、
がしたもの 野菜作りへの深い想いを持つ農家の人達と出会った。

コニ 「気づき」 農家と消費者の想いを伝え合い、 農業で社会の課題を解決したいと思う。

オ 「実践」 をすすめ . ["なんとかしたい、 ほっとけないJ、 「私がやらなきゃ」、 「この気づきは自分のものだから、 やりた
たもの かったらやっていいんだな」 思えたこと。

-負けず嫌いなので、 地に足がついていないと馬鹿にされたり、 あるいは期待されたりするうちに、

自分の中からやりたい気持ちが高まり、 自由にやりたい、 どんどん大きくしたいと思った。

-自分が考えていることをやるとまた見えてくるものもあった。 大学では場を与えてもらって、 自分

で考えたことを実際にそこで出会えた仲間とやってみる、 という繰り返しができた。

(出所: 筆者インタビューより作成)

の 市 民 活 動 の 既 存 の 組 織構成 の特定非営利活 動

(NPO)法人ではない、 自分たちの発想や志向に適し

た組織形態で活動の「場」を構築していると言える。

「社会問題の解決自体を『仕事』とし、 報酬を得」て、

「だからこそ、 社会をよくする活動に集中でき、 高い

成 果を上げやすくなりJrその収益をもとに社会貢献

活動を継続してJ(旗智 2013 : 57) 積極的な経済活動

を行い、 利益を配分しているのである。

両氏のヒアリング調査より、「気づき」から「実践」

へ移行しやすくする重要な要素である「スキル・経

験Jを内包していない人が「担い手Jになる時、 そこ

には「外からの刺激」が存在する事実が明らかになり

仮説2: r外からの刺激Jにより、「気づきjをう

ながし「実E主jをすすめることができる

が証明できた。

ここでは、「外からの刺激」は大学の地域課題解決

プログラムfRyu-SEI GAP Jであった。 本来は内発

的なものである「気づきJから「実践」への移行、 ま

た、「実践Jを後押しする「スキル・経験」、 これもま

た内発的なものであるが、 両方とも「外からの刺激J

により後押しされている。 さらに、 プログラムでの

「外からの刺激」による、 課題への「想ぃ」の高まり

やパートナーとの出会いも確認された。

第3節 小 括

本章では、 第E章での、「気づき」から「実践」へ

移行しやすくする要素の類型化(表5) の中から、 分

類3 : [外からの刺激型]に着目し、「スキル・経験j

の不足を「外からの刺激Jで補うことができるかを検

証した。

「スキル・経験」の不足が予想される若い世代の

「担い手」にヒアリング調査を行ったところ、 大学の課

題解決プログラムにおいて、「外からの刺激」で「ス

キル・経験」の不足を補い、 本来は内発的なものであ

る「気づき」から「実践」への移行を後押しされてい

ることが確認できた。 また、 課題に共に取り組むパー

トナーとの出会いも確認された。 そして、 プログラム

の中で経験を繰り返すことにより、 課題への「想ぃ」

という内発的なものを高めていることも確認できた。

第N章 「外からの刺激」で「気づきJをうなが

し「実践Jをすすめる過程

第1 節 大学のプログラムの概要

第皿章のヒアリング調査に依拠し検証した結果、

「担い手jである魚見氏、 武村氏の「気づき」をうな

がし「実践Jをすすめた「外からの刺激」として、

fRyu-SEI GAP Jの存在があった。

では、 このプログラムは、「気づきJから「実践」

へ移行しやすくする要素の「スキル・経験」が不足し

ている人に、「外からの刺激」を与えることで「スキ

ル・経験」の不足を補い、「気づき」から「実践」へ

のハードルを下げる役割を担っていると考えられるの

ではないか。

そこで、 その「しくみ」がどのように「気づき」を

うながし「実践jをすすめているのかを検証するため

に、fRyu-SEI GAP Jのプログラムを調査する。 なお、

同プログラムの概要は、 表8 のとおりである。

第2節 プログラムの有効性

fRyu-SEI GAP Jは、「社会や地域の課題に対して、

それを見つける目を持つことからスタートしていく、

ホンモノの取り組みを体感・体験できるだけでなく、

学生自身がホンモノを生み出せるJr生み出すことを

楽しめるJrプランで終わらず実践した経験」を与え

ている。(Ryu-SEI GAP (龍谷大学政策学部グローカ

ルアクションプログラム)2019 )  

深尾昌峰・三木俊和(2018 : 163) は、 この「しく

み」について、「学内で完結せず連携軸を用いること
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表8 Ryu-SEI GAP (龍谷大学政策学部クローカルアクションプログラム)

プログラム名 Ryu-SEI GAP (龍谷大学政策学部グローカルアクションプログラム)

活動拠点 京都市伏見いきいき市民活動センター、 龍谷大学

コーディネーター 有限責任事業組合まちしごと総合研究所、 京都市伏見いきいき市民活動センターセンター長、 京都市下京
いきいき市民活動センタ一 事業統括、 三木俊和氏

プログラム開始 2011年4月

プログラム概要 学生が主体となって、 教職員と一緒に正謀や諜外で地域社会の謀題解決に取り組む、 実践型プログラム。

社会の謀題を見つけ出す力を養い、 その解決のため、 プランの企画から実施までを担い、 地域の多様な人
と連携して取り組みを行う。

プログラム内容 地域を探り、 活動を生み出すビジョンメイキング、 仲間を匁|り、 本気で語り合うマグネットワークショッ
プ、 地域に飛 び出し、 まちに出会う伏見まちあるき探求、 整理し、 表現し、 魅せる GAP 活動報告会

(出所 Ryu-SEI GAP (慌谷大学政策学部グローカルアクションプログラム) (2019)より、 筆者作成)

図6 r外からの刺激」で「気づきJをうながし「実践jをすすめる過程

Eコ 「担い手」になる契機
内在し「気づき」をうながし「実践」をすすめる要素
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(筆者作成)

でf取り組むべき課題の選定J、I地域・学生・大学へ

の三方へのコーデイネート』、『地域が主体となった地

域での学びと課題解決の実践』という3つの課題を一

定解決している」と述べ、 また、「日l索から地域の謀

題解決に取り組む市民活動センターと連携することで

専門性を持った視点から課題の選定にあたっている。」

と論じている。(深尾・三木2018 : 174) 

「スキル ・経験」のない学生に対して行っているプ

ロ グラムが、 学生の「気づき」をうながし、「スキル

と経験」の補充・代替となり「実践」をすすめるもの
になっているのかを探るため、 コーデイネーターの三

木俊和氏にヒアリン グ調査を行った。

本調査は、 2019年11月13日(水)に龍谷大 学にて

行ったものであり、 質問票を事前に送付し、 当日はそ

の質問票をもとにヒアリン グをした。 なお、 本節の記

述は、 基本的には筆者による聞き取り調査にもとづき、

それを、 公刊された文献等で補っている。

結果として図6のように、iRyu-SEI GAP Jのプロ
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グラムから、「気づき」をうながし「実践」へとすす

めたものは何なのかを検討したところ、「担い手」に

なる契機である「気づき」と「実践」への「外からの

刺激」で あ る、{A I気づき」を う な が す(誘発 す

るn、{B I実践」を す す め、 つ な ぐ(地域nと、

「気づき」と「実践jを後押しする「スキル・経験J

「想い」への「外からの刺激」である、{X Iスキル・

経験」の補充・代替》、{Y I想ぃ」を高める〉、 とい

う視点によって、 ヒアリング調査の内容の整理をする

ことができた。

{A I気づき」をうながす(誘発するけという点から

は、 三木氏は以下のようにプログラムを設計している0

・学生がなにかやりたい、 と思った時のスタートアッ

プ時に、 人集めで時聞をとられずにまず始められる

環境を用意する。

・大学内の先生ではなく、 学生団 体でもなく、 外部の

コーデイネーターがやる価値として自分でも調べて、

課題を地域から探してきて、 良い問いに出会えるよ

うに初期設計する。

・学生が突破できるポイントがある、 工夫の余地 が大

きいテーマを出す。

・学生に、 よい聞いに出会っていただくデザインをす

るために、 学生がやりたいと言ったことをそのまま

地域から探すのではなく、 想いを掘り下げ、 現在地

域にあるテーマの中からマッチングしていく。

{B I実践」をすすめ、 つなぐ(地域nという点から

は、 三木氏は以下のようにプログラムを設計している0

・既に先人が歩いた道でも、 学生が自分で発見した感

じを持てるように地域の人・実践できる場所を紹介

する。

{X Iスキルと経験jの補充・代替》 という点からは、

三木氏は以下のようにプログラムを設計している。

・大人は積み重ねの中でフェーズアップできるが、 学

生は限られた時間の中で動かないといけないので、

資源をかき集めてくる意識を持つ経験をしてもらう0

.応援された経験値を得る体験をしてもらう。

{Y I想い」を高める〉 という点からは、 三木氏は以

下のようにプログラムを設計している。

• 1 人目のフォロワーになるべく早く出会える機会を

用意する

.ー浅くなりがちな学生によるテーマ掘り下げにおいて、

かつての人が発明済みた、ったとしても、 自己発明し

たことの価値を大切にする。

・若者の、 試行錯誤する時簡を奪わず、 よい失敗をデ

ザインする。

・よい失敗に出会えて、 自分の発明だと思えて、 その

繰り返しが課題への想いを高める。

・人から何かをしてもらった体験値、「ギフトjをも

らったこと、 恩をうけた、 その体験値の原点は親・

兄弟・友達などが大きいが、 その育ってきた環境を

越えられるカ リキュラムを提供する。

三木氏は IRyu-SEI GAP Jのプログラムを通じ、

意識的に外からの働きかけで、 学生自身が自分で発明

したと思えるような方法で、「気づき」をすすめ、「実

践」へのハードルを下げ、「実践jの「場JI地域との

出会い」の提供を行っている。 そして、「想い」を高

める課題・パートナーとの出会いを提供し、 トータル

なアプローチを行っている(図6 )。

第3節 「気づきJ r実践J rスキル・経験J r想いJ

三木氏の取り組みは、「担い手Jになる契機である

「気づきJI実践」、 それらを後押しする「スキル・経

験JI想い」に、 意識的に「外からの刺激Jを与え、

学生の挑戦の総量の最大化を目指し、「担い手」の拡

大をすすめていると言える(図6 )。

{A r気づき」の誘発〉

・学生を縛っているものから解放して活躍する余地 を

高めるために、 学生自身が「発明した」と思わせる

(気づきを誘導する)。

{B r実践Jをすすめる・つなぐ(地域n

・地域の課題を調べて、 地域と学生をつなぎ、「実践j

できる機会と場所を提供する。

{X Iスキル・経験」の補充・代替》

・課題解決プログラムを用意し、 学生の課題に対する

想いを引き出し、 経験を繰り返すことができ、 発揮

できる「場」を提供する。

{Y I想ぃ」を高める〉

. Iスキル・経験」の不足を超える、 学生自身の「想

い」を高める働きかけを行う。

・パートナーと出会える機会を用意する。

以上より、 大学の課題解決プログラムで、 意識的か

っ体系的に社会課題への「気づき」を誘導し、「実践」

へのハードルを下げ、 そして「実践」を繰り返し行え

る「場」やパートナーを得る機会を提供し、「想ぃ」

を高める機能も果たしていた。 つまり、「気づきJI実

践JIスキル・経験JI想い」という、 本来は個人の内

発的なものを「外からの刺激」による意識的なアクセ

ス、「誘発J. IすすめJ. I補充・代替」・「高め」によ

りトータルなアプローチを行うことで、 社会課題に取

り組む担い手の契機である「気づき」をうながし「実

践」をすすめることができると言える。

第4節 小 括

本章では、 第E章でヒアリング調査した「担い手」

の「スキル・経験Jを補完した大学の課題解決プログ

ラ ム の有効性 を 論 じ た。 プ ロ グ ラ ム を 概観し、
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lRyu-SEI GAP Jのコーデイネーターである三木氏に

ヒアリングを行い、「担い手Jの「気づきjをうなが

し「実践」をすすめる「しくみjについて検証した。

そこでは、 本来個人が内包している「スキル・経験」

を補い、「実践」へのハードルを下げ、 そして「実践」

を繰り返し行える「場」である地域とつなぎ、 パート

ナーを得る機会を提供し、「想い」を高める機能も果

たしていた。

意識的かつ体系的に社会課題への「気づき」を「誘

導Jし、「実 践」を「す す め」、「ス キ ル・経 験」を

「補充・代替」し、「想い」を「高めるJ、 トータルな

アプローチがされていることが明らかになった。

第V章 まとめ

第I 章で、 こんにちの日本では、 無限にある社会課

題に取り組む担い手が不足していると言う声や、 既存

市民活動団体の高齢化や担い手不足を問題視する声が

幅広く存在していることを述べた。 しかし、 筆者はそ

の意見に必ずしも与しない。 なぜなら、 従来の既存団

体に所属するという形態に限らず、 その世代に適切な

合理的な形態による、 社会課題への取り組みを展開す

る主体が存在しているからである。

ただし、 だから社会課題に取り組む「担い手」は十

分にいる、 とは言えない。 なぜなら、 社会課題への取

り組み方が多様であるということと、 その主体が多数

であることはイコールではないからである。 社会課題

が無限である限り、 社会課題に取り組む「担い手」の

さらなる拡大は永遠に重大な課題であり続ける。

そこで、 社会課題に取り組む「担い手」の重要性を

論じるだけでなく、 人が「担い手」になる契機に着目

し、 人は、「気づき」と「実践」の2 つの契機を経て

「担い手Jになることを前提に2 つの仮説を立てた。

仮説1 : r気づきjから 「実践jヘ移行しやすく

する要素が存在する

仮説2: r外からの刺激J により 「気づきjをう

ながし 「実践jをすすめることができる

第E章では、 自分が「ほっとけない」社会課題の解

決のために適切な活動の場で取り組む人を「担い手」

と規定した。 そして、「担い手」の先駆者の「気づきJ

をうながし「実践」をすすめたものを整理し、「気づ

きJから「実践」へ移行しやすくする要素の類型化を

行った。 そこで、「担い手」が「気づき」から「実践」

にすすむためには、「スキル・経験」が重要な要素と

なり、「スキル・経験」が不足している人には、 それ

らを補完する「外からの刺激」が存在していることを

論じた。

第E章では、「気づき」から「実践」へ移行しやす

くする要素の類型化の分類3 : [外からの刺激型]に

着目し、「スキル・経験」の不足を、「外からの刺激」

で補うことができるかを検証した。「スキル・経験」

の不足が予想される若い世代の「担い手」にヒアリン

グ調査を行ったところ、 大学の課題解決プログラムに

おいて、「外からの刺激」で「スキル・経験」の不足

を補い、 本来は内発的なものである「気づき」から

「実践」への移行を後押しされていることが確認でき

た。 また、 そこでは、「実践」を繰り返すことのでき

る「場Jr地域」とのつながり、 課題に共に取り組む

パートナーとの出会いがあり、 課題への「想いjの高

まりへの働きかけも確認できた。

第W章では、 第E章でヒアリング調査した「担い

手」の「気づき」をうながし、「実践jを後押しする

「スキル・経験」を補完し、「実践」へ移行しやすくし

た、 大学の課題解決プログラムlRyu-SEI GAP Jの

有効性を、 コーデイネーターの三木氏にヒアリングを

行い、「担い手」の「気づきJをうながし「実践」を

すすめる「しくみ」について検証した。

大学の課題解決プログラムで、 意識的かつ体系的に

社会課題への「気づき」を誘発し、「実践」へのハー

ドルを下げ、 そして「実践」を繰り返し行える「場」

「地域jやパートナーを得る機会を提供し、「想ぃ」を

高める機能も果たしていた。 つまり、「気づきJ r実

践Jrスキル・経験Jr想い」という、 本来は個人の内

発的なものを「外からの刺激」による意識的なアクセ

スで、 トータルなアプローチを行っていた。

以上より、 2 つの仮説は証明できた。 しかしながら、

これらは 1 つの大学の課題解決プログラムの、 特定さ

れた条件により展開できた固有の特異な先駆事例にと

どまるという意見もあるだろう。 しかし筆者は、 事実

として「担い手」を社会に輩出している「しくみ」と

してとらえ、 その手法や成 果を詳らかにすることで、

普遍性を持ちうるのではないかと考える。

そして、 社会課題に取り組む「担い手」の拡大は、

将来の「担い手」であろう学生をはじめとする若い世

代と、 大学などの教育機関や、 地域の課題解決に専門

性をもって取り組む機関、 そして地域が共に取り組む

活動、 その活動が機能する「しくみ」作りと情報の共

有化によって可能になるのではなかろうか。

本稿では、 人が社会課題に取り組む「担い手」にな

るには、「気づき」と「実践」の2 つの契機を経るこ

とに焦点を当て論じてきた。 そして、「気づきJから

「実践Jへの移行を後押しする要素、「スキル・経験」

「想い」が存在し、 それらの契機や要素は「外からの

刺激jにより、 意識的にうながすことができ、 若い世

代と社会課題をつなぎトータルなアプローチをする

「しくみ」の実証ができた。 社会課題に取り組む「担

い手」が拡大するための過程の一つを明らかにするこ

とができたといえよう。 しかし、「しくみ」について
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は、 個別の先駆事例の検証にとどまり、 その伝播や汎

用化による提供の拡大については、 現状はその重要性

を把握したに過ぎない。

「担い手」の拡大が永遠に求められるものならば、

また、 その「しくみ」の提供の拡大・深化も等しく求

められるであろう。 そこに先駆事例が存在し、 必要が

明白にも関わらず、 既存市民活動団体にとっての「担

い手」育成 は長らく「課題Jのままであり続け、 現実、

十分展開できていない。

深尾(2008 : 172)は「マッチ榛の芯(志)は創

造・培養できても、 それを擦り火をつけられる環境を

用意しないと宝の持ち腐れとなる。」と述べている。

「担い手」拡大のために、「担い手」になる契機を後押

しする要素、 またそれらをうながしたり高めたりする

「外からの刺激」は今後確実に求められる。

本研究を終えた今、 本来は内発的なものである「担

い手」になる契機に、「外からの刺激」を意識的に

トータルにアプローチできる「しくみ」の提供や、 そ

の拡大・深化のための体系化を、 筆者の今後の課題と

する。 そして、 本研究で得られた知見を活かし、「外

からの刺激」で「気づきjをうながし「実践Jをすす

める過程の全体像を念頭に、 長期的視野で総合的なア

プローチを意識し、 マインドを持って、 社会課題に取

り組む「担い手」の拡大に尽力したい。

i主

1) 特定非営利活動法人(NPO法人)の活動状況等につ

いて調査し、 その活動実態を明らかにするとともに、 特

定非営利活動法(NPO法)の改正に向けた見直しゃ、

共助社会づくりに関する施策の為の基礎資料を得ること

を目的として実施。 調査の時期は平成29年 8月-10月頃

で、 平成30年 3月30日公表。(内閣府2018)

2) ボランテイ ア 活動を行っている団体・個人の活動内容

や活動形態を調査・把握し、 その分析を行うことにより、

今後のボランテイ ア活動推進のための課題を探る事を主

な目的として実施。 市 区町 村社会 福祉協議会 及び関係団

体を通じて調査票の配布と、 インターネットを通じての

調査を行った。 調査時点は平成21年 9月末日で、 回収結

果は、 団体調査察2.357件(回収率29.6%)個人調査票

2.288件(回 収 率 28.7%)、 W EB 調 査 は有効回答が

1.000件。(社会 福祉法人全国社会 福祉協議会 2014)

3) 深刻かつ差し迫った課題に対してビジ ネスやマネジメ

ントのスキルを応用し、 問題の解決とともに収益の確保

も取り組む 企業家。 社会 企業家や社会 起業家とも呼ばれ、

社会 企業そのものをきすこともある。 社会的を意味する

「ソーシヤル」と、 企業家を意味する「 ア ン ト レプ レ

ナー」を組み合わせた 名称。(日本大百科事典2016)

4) 我が国の若者の意識と諸外国の若者の意識を比較する

ことにより、 我が図の若者の意識の特徴及び 問題等を 的

確に把握し、 子ども・若者育成支援施策の検討の参考と

することを目的として調査。 調査対象国は日本、 韓国、

アメリカ、 イ ギリス、 ドイ ツ、 フランス、 スウェー デン

(計7 か国)で、 調査対象者は各国満13歳から満29歳ま

での男女。 調査時期は平成30年11月から12月までの期間。

方 法 は、 各国 と も 1.000サ ン プ ル 回収を原則と し て

WEB 調査を実施した。(内閣府 2019)
5) 代表理事の駒崎弘樹氏が2004年に設立。 日本初の「共

済型・訪問型」の病児保育サービスを首都圏で開始。 共

働きやI人親の子育て家庭をサポートする。「みんなで

子ども達を抱きしめ、 子育てとともに何でも挑戦でき、

いろんな家族の笑顔があふれる社会」の実現を目指す、

社会 問題解決集団。「訪問型病児保育J ['障害児保育」

「小規模保育Jなど、 常識や固定概念にとらわれない新

たな価値を創造する。(認定NPO 法人フロー レンス
2019) 

6) 1987年より 福祉・介護サービスを提供する。 グループ

ホーム・ デイサービス・ホームヘル プなどの幅広い事業

で、 住み慣れた地域で暮らせる地域を目指す。 2001年に

は I S09001 の認証を取得し、 介護サービスの質の向上

を図り続けている。(特定非営利活動法人ケ アセンター

やわらぎ 2019)

7) 石川治江氏が授産施設を見に行き、 そこでできた障が

いのある友人の外出のお手伝いをした体験から、 駅にエ

レベーターを設置せよ、 と始めた運動。 東京都立川駅で

エレベーター 5 基が設置されるまでに16年の歳月を要し

た。(SOCIAL B USINESS N ETWOR 2014) 

8) 若年投票率の向上を目 標に活動。 全国25拠点で約500

人の大学生スタッフが中心となり、 春期( 2月-3月)

と夏期( 8月-9月)の年 2 回、 学生を対象としたイン

ターンシッ ププ ログ ラム(議員・グローパル・NPO)

を提供し、 また若年層向け政策コンテストを実施。 これ

までのインターンシッププ ログラム参加者数は、 議員事

務所のべ11.516事務所、 大使館や NPO など224機関、

学生のべ30.871 名となっている。(※2019.10.1.現在)

また、 W EB メ ディ ア への政治情報の提供 や、 Google

イン パクトチャレンジ賞を受賞した「政治資金透明化プ

ロジ.ェクト」の実施、 コミック・書籍の監修・協力、 公

共セクターや民間 企業との協働による様身な若年投票率

向上のための啓発キャン ペーンやイ ベントなど、 多岐に

渡る活動で若者への働きかけを行っている。(NPO法人

ドットジェイピー 2019)

9) 1998年 2月、 代表の佐藤大吾氏が大学在学中に設立し

た学生のキャリ ア支援を活動目的としたサークル。 現役

議員の語る「生の政治」と学校で学ぶ「政治学Jの議離

から、「生の政治」を知るきっかけとして、 学生に対し

現役議員の見習い活動を提案したことが議員インターン

シップの始まりとなった。(NPO法人ドット ジ‘ェイピー

2019) 

10) 途上国の子どもたちへの教育支援を行う N G O。 途上

国の、 満足な教育を受けることができず夢を諦めてしま

う大勢の子どもたちの夢を応援するために「最高の先

生」の授業をDVDにして届けている。 ア ジ ア 最貧国の

バングラデシュから始まり、 2018年までに250人以上の

貧しい高校生が難関大学へ進学している。 2019年 3月ま

でに14カ国へ事業を展開し、 3.500本のDVDを作成し、

25.000人の子どもたちに届けてきた。(特例認定NPO

法人e-Educ ation 2019) 

11) バングラデシュは、 1971年に独立し、 共和制をしく。

面積は14万7千平方 キロメートル、 人口はI億6.365万

人で首都はダツカ。(外務省2019)

12) ムハマド・ユヌス博士により、 1983年バングラデシュ

に設立された銀行。 5 人一組のグルー プ融資を行い、 毎
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週センターミーティングを聞いて連帯責任のスキームの

下借りたお金を返済する。 貧困層の自立を支援した功績

により、 ユヌス博士とグラミン銀行は2006年にノーベル

平和賞を受賞。 借り手の97%は女性で、 貧困・生活困窮

者に無担保で融資を行い、 ほとんど貸倒れのない実績を

上げている。(一般社団法人グラミン日本 2020)

13) グローパル・コミュニケーション・センター(GCC )

は、 グラミン・コミュニケーションズの R&Dの拠点と

して、 すべての人々に社会サービス(保健医療、 教育、

起業機会提供など)の提供や、 収入を生み出すための

1C T  (情報通信技術)の研究開発、 教育活動を行う。 創

業以来、 途上国の社会情報イ ンフラス トラ クチャー

(SlI)のモデル構築を目指し九州大学との共同研究を

行っている。(グローパル・コミュニケーション・セン

ター 2020)

14) 会社設立日の 3月15日は、 偶然にも「靴の記念日」

だった。 魚見さんは後からこのことを知り、 運命 的なも

のを感じたと述べている。(筆者インタピュー)

15) 表 8 Ryu-SE1 GA P (龍谷大学政策学部グローカル ア

クションプログラム)参照

16) Ryu-SE1 GA P のチームの一つ。伏見の農家と消費者

をつないで、、 伏見を接り上げることを目 標にしている。

農家の想いやこだわりをもっと消費者に知ってもらうた

めに、 農家のところへ実際に手伝いに行って得た知識や

体験を野菜市や食事会などを通して、 消費者に伝える活

動をしている。(Ryu-SE1 GAP (龍谷大学政策学部グ

ローカルア クションプログラム)2019) 

17) 龍谷大学の学生団体。 障がい者が働く 大学内の「カ

フェ樹林」を活性化しようという活動を行い、 その後、

障害のあるメンバーと学生が共に学びあう場を作る。

(筆者インタビュー)

18) 就労継続支援B型事業所月額平均賃金は16，118円。 時

閑額は214円。(厚生労働省 2016)

19) 農業で社会の課題を解決するというミッションの、 は

じめの一歩として開発した商品。 最高のっくり手が、 赤

ちゃんのことを想ってつくった最高の野菜を使った最高

の離乳食。(株式会社はたけのみかた 2019)
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